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  徳山下松港及び宇部港において、国や民間事業者との連携の下、大水深公共桟

橋や荷さばき施設等の整備の推進 

  港湾運営会社＊を核として、西日本における広域の石炭需要や石炭輸送の動向

を把握するとともに、大型船を用いた石炭の共同輸送の促進 

  徳山下松港や三田尻中関港におけるコンテナターミナル＊の再編整備、岩国港

における臨港道路の整備、徳山下松港におけるフェリーターミナルの再編整備等、

各港の特性に応じた港湾整備の推進 

  利用者等のニーズを把握し、これまでの取組を検証した上で、ポートセールス＊等

の更なる推進 

  

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 港湾取扱貨物量（110 百万トン）は全国第 11 位、石炭取扱量は全国第 1 位と

全国有数の物流拠点を形成（2016(平成 28)年港湾統計） 

○ 石炭の一括大量輸送を実現し、企業の国際競争力強化に資する｢国際バルク戦

略港湾＊｣施策の具現化に向けた取組を推進 

 

 

 

 

○ 国際拠点港湾（徳山下松港、下関港）、重要港湾（岩国港、三田尻中関港、宇

部港、小野田港）において、コンテナ貨物の増加等に対応する港湾整備を推進 

・ 岩国港の臨港道路Ⅰ期区間（装束～新港）供用開始。（2016(平成 28)年 4 月） 

・ 三田尻中関港のガントリークレーン増設。（2018(平成 30)年 3 月） 等 
 

［課題と方向性］ 

● 徳山下松港及び宇部港において、石炭の安定的かつ安価な輸送を実現するため

の港湾施設整備、企業間連携の促進が必要 

● 取扱貨物量や地域のニーズ等を踏まえ、県内各港の特性に応じた港湾の機能強

化や利用促進に向けた取組の一層の強化が必要 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

・「国際バルク戦略港湾（石炭）」への選定  
・ファーストポート＊となる大水深公共桟橋等、継続的な港湾施設整備を推進 
・徳山下松港について、｢港湾運営会社＊｣の設立（2017(平成 29)年 9 月）、「特定貨物
輸入拠点港湾（石炭）」への指定（2018(平成 30)年 2 月） 

・岩国港の臨港道路Ⅰ期区間（装束～新港）供用開始（2016(平成 28)年 4 月） 
・三田尻中関港のガントリークレーン＊増設（2018(平成 30)年 3 月）等 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔企業の国際競争力強化に資する港湾の機能強化〕 No   1 

 
－１ 
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●国際バルク戦略港湾育成プログラム＊（多様な輸送システムの構築） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

「国際バルク戦略

港湾育成プログラ

ム＊」に沿った取組

の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内各港の特性に

応じた港湾の機能

強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

石炭共同輸送の実施回数 ７回 2017（平成 29）年度 ３０回/3 年 

＜宇部港＞航路の浚渫等 

港湾運営会社＊を核とした大型船を用いた石炭の共同輸送の促進 

＜徳山下松港＞ 

桟橋新設、岸壁延伸、航路・泊地の浚渫、荷役機械の整備等 

＜コンテナ貨物の増加等に対応した国際拠点港湾及び重要港湾の整備＞ 

コンテナターミナル＊・フェリーターミナルの再編整備、臨港道路の整備、岸壁改良(耐震)等 

＜港湾物流の効率化、コスト縮減に向けたソフト施策の充実＞ 

ポートセールス＊、港湾施設使用料の減免等 

●三田尻中関港 岸壁改良(耐震)完了 

●徳山ポートビル建替完了 

 

＊ 

＊ 
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 周南地区における水資源・渇水対策 

  島田川工業用水道事業による工業用水の安定供給、和田取水の川上ダムへの

一時貯留や下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用、水運用の見直

し等による渇水対策の強化 

 宇部・山陽小野田地区における水資源・渇水対策 

企業の減量や投資動向等を踏まえた供給体制の再構築、宇部丸山ダムにおけ

る貯水システムの効果的な運用、水運用の見直し等による渇水対策の強化 

 料金制度の効果的な運用 

企業のコスト競争力の強化に向けた二部料金制＊の運用 

 施設の老朽化対策等の推進 

 「施設整備１０か年計画＊」に基づく工業用水道施設の計画的・重点的な老朽化

対策等の推進 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 周南地区において、水系を越えた広域的な供給体制を構築し、企業ニーズに対
応した新たな水資源を確保するため、島田川工業用水道事業に着手（2020 年当
初給水開始予定） 

○ 慢性的な渇水への対策として、2014(平成 26)年度から川上ダムへの一時貯留、
下松市工業用水による応援給水制度、宇部丸山ダムにおける貯水システムの運用
を開始 

○ 企業のコスト競争力の強化を図るため、企業の節水努力が料金に反映される二
部料金制＊を 2014(平成 26)年度から周南地区、岩国地区、宇部・山陽小野田地
区・美祢地区において順次導入 

○ 「施設整備１０か年計画＊」に基づき、計画的・重点的な老朽化対策等を推進
するとともに、企業ニーズを踏まえた宇部・山陽小野田地区の供給体制の再構築
など、工業用水の安定供給体制の強化に向けた取組を推進 

 

［課題と方向性］ 

● 渇水対策の一層の強化や企業のコスト競争力強化に向けた要請への対応 

● 企業の事業再編や新規投資計画等に伴う工業用水の需給状況の変化への的確

な対応 

● 本格的な更新時期を迎える管路等工業用水道施設の老朽化対策や供給体制の

再構築等による安定供給体制の強化 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔「産業の血液」工業用水の安定供給体制の強化〕 No   1 

 
－２ 
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末武川ダム

光 市

下 松 市

御屋敷山

配 水 池
下 林

取水場

建設区間

約 10km

周 南 市

島田川

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

工業用水道管路の更新整備延長

（累計） 
２．９Ｋｍ 2017（平成 29）年度 ３．９Ｋｍ 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

周南地区における 

水資源・渇水対策 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

宇部・山陽小野田

地区における水資

源・渇水対策 

 
ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

料金制度の 

効果的な運用 

 

ソ
フ
ト 

  

 

 

 

施設の老朽化 

対策等の推進 

 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

●島田川工業用水道事業 

＜和田取水の川上ダムへの一時貯留＞ 

＜下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用＞ 

＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

＜宇部丸山ダムにおける貯水システムの効果的な運用＞ 
＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

＜二部料金制＊の運用＞ 

＜管路等の老朽化対策の推進＞ 

建 設 

＜供給体制の再構築＞ 

給水開始 
（2020 年当初を予定） 

詳細設計 工業用水道施設整備 

＜隧道（ずいどう（トンネル））の点検及び補修・補強＞ 

●宇部･山陽小野田地区再構築 

＜島田川工業用水道事業＞ 
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 高規格幹線道路＊の建設促進 

広域的な連携の強化に資する山陰道の建設を促進 

 地域高規格道路＊等の建設促進 

地域高規格道路や、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の建設

を促進 

 特殊車両通行許可制度＊の改善 

大型車両の通行を誘導すべき道路の指定による特殊車両通行許可制度の改善

を推進 

 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 迅速かつ円滑な物流等を実現するため、物流等基盤強化に資する山陰道や地域

高規格道路＊、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の整備を促進

するとともに、特殊車両通行許可制度＊の改善を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

［課題と方向性］ 

● 瀬戸内基幹企業＊群のコスト競争力強化や生産性向上を図るため、アクセス性

の向上や渋滞の緩和などに資する幹線道路網の整備等が必要 

 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

・山陰道（長門・俵山道路）の整備促進（2009(平成 21)年 3 月～） 
・山陰道（俵山・豊田道路）の新規事業化（2016(平成 28)年 4 月） 
・山陰道（木与防災）の新規事業化（2017(平成 29)年 4 月） 
・小郡萩道路（絵堂萩道路）の新規事業化（2014(平成 26)年 4 月） 
・小野田湾岸道路の開通（2014(平成 26)年 12 月） 
・国道１９１号（下関北バイパス）の開通（2015(平成 27)年 3 月） 
・山口宇部道路（由良インターチェンジ）のフルランプ化（2015(平成 27) 年 6 月） 
・山口宇部道路（小郡ジャンクション）の開通（2016(平成 28)年 3 月） 
・国道２号（小月バイパス）の４車線化（2017(平成 29)年 4 月） 
・上記幹線道路等の整備により、主要渋滞箇所の渋滞が緩和（山の田交差点、綾羅木駅
前交差点、栄町交差点等） 

・大型車両の通行を誘導すべき道路として、国道２号外 28 路線の指定により、特殊車
両通行許可制度を改善  

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔迅速かつ円滑な物流を支える幹線道路網の整備〕 No   1 

 
－３ 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

高規格幹線道路＊

の建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域高規格道路＊

等の建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊車両通行許可

制度＊の改善 

   

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

国道・県道の整備完了延長 － － ３０km/3 年 

緩和する主要渋滞箇所数 － － ３箇所/3 年 

●山口県の幹線道路網 

＜山陰道（長門・俵山道路）の整備促進＞ 

＜山陰道（俵山・豊田道路）の整備促進＞ 

＜山陰道（木与防災）の整備促進＞ 

＜山陰道（未着手区間）の新規事業着手＞ 

＜利用者ニーズの把握、輸送ルートの選定等＞ 

＜大型車両の通行を誘導すべき道路の指定（国）＞ 

＜岩国・大竹道路の整備促進＞ 

＜小郡萩道路（絵堂萩道路）の整備促進＞等 

＜未着手区間の新規事業着手＞ 

広島県

島根県

福岡県

地域高規格道路 下関西道路
地域高規格道路 山口宇部小野田連絡道路

地域高規格道路 小郡萩道路

地域高規格道路 岩国大竹道路

国道１８８号

岩国錦帯橋空港

岩国港

山陰道

山陰道

中国縦貫自動車道

山陽自動車道

地域高規格道路 下関北九州道路

徳山下松港

三田尻中関港

宇部港

小野田港

下関港

国道２号

山陰道

山口宇部空港

国道２号
国道２号

地域高規格道路 周南道路

国道１８８号

＜俵山・豊田道路＞

＜長門・俵山道路＞

山陰道

＜小郡萩道路（絵堂萩道路）＞

＜富海拡幅＞
＜周南立体＞

＜柳井市南町～平生町築廻＞

＜岩国南バイパス南伸＞

＜岩国・大竹道路＞

＜長門市～下関市間＞

山陰道

＜島根県益田市～萩市間＞

＜下関市才川～山の谷＞

未着手区間 未着手区間

事業中 事業中

供用済 供用済

事業中 早期事業化要望

国際拠点港湾 重要港湾

空港

凡
　
　
　
例

高規格幹線道路 地域高規格道路

その他

幹線道路

山陰道

＜木与防災＞

平成３０年６月現在

＊ ＊ 
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  工場立地法に関する規制緩和や施設等の 

相互利活用の促進 

  防災対策強化の促進 

（
） 

  産業人材の育成の促進 

（
） 

 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 県内コンビナートの国際競争力の強化に向け、全県的な連携を図るため、2015

（平成 27）年に、「山口県コンビナート連携会議」を設置・運営するとともに、 

シンポジウムの開催など機運を醸成 

〇 各地域（岩国・大竹、周南、宇部・山陽小野田）において、「地域コンビナー

ト企業連携検討会議」を設置・運営し、安全防災や規制緩和、人材育成等、10

件の企業間連携が実現（2017(平成 29)年度末時点） 

 

 

 

 
 
 
［課題と方向性］ 

● 石油・石化製品の国内需要の減少やグローバル競争の激化に対応するため、経

済再生に向けた石油・石油化学・化学産業＊等の国際競争力の強化が必要 

● 本県の強みである瀬戸内沿岸の基幹企業の国際競争力の強化、生産性の向上、

成長分野への投資拡大を図るため、地域コンビナート内の企業間やコンビナート

間の連携をより一層促進していくことが必要 

２ プロジェクトの概要 

 

 

 

 
 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 
〔国際競争力の強化に向けたコンビナート企業間の連携促進〕 No   1 

 
－４ 

主な実現内容 ・大規模地震・津波に対する危機管理体制の強化（2015(平成 27)年度） 

・各社遊休資産等のデータベースの構築(2016(平成 28)年度) 

・工場立地法に係る規制緩和の共同提案の実施(2017(平成 29)年度) 

・研修の共同実施（人材育成スキルアップセミナー）(2017(平成 29)年度) 

 

 

 

岩国・大竹地域 

コンビナート 

企業連携検討会議 

宇部・ 

山陽小野田地域 

コンビナート 

企業連携検討会議 

  

周南地域 

コンビナート 

企業連携検討会議 

コンビナート間連携連絡会議 

〔意見交換会等〕 

山口県コンビナート連携会議 

〔構成〕 
 会長 山口県知事 
       (事務局：県産業戦略部) 
 企業、金融機関、教育機関、 
 行政機関（国、市町）等 

助 言 
報 告 

コンビナート企業間の連携促進 
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３ 工程表 

取 組 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

「次世代型コンビナー

ト＊」企業間連携モデ

ルの構築の促進 

   

（
地
域
の
継
続
テ
ー
マ
） 

コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
企
業
間
の
連
携
促
進 

工場立地法に

関する規制緩

和・資産・施

設等の相互利

活用の促進 

 

 

 

  

防災対策強化

の促進 

   

産業人材の 

育成の促進 

   

 

４ 取組目標（指標） 

指 標 名 
現 状 値 2020 年度 

目標値 数値 基準年/年度 

生産性向上等に資する 

大規模連携事業の実現 
－ － 実現 

＜大規模地震・津波に対する危機管理体制の情報交換による防災対策強化の促進＞ 

＜プラントオペレーターの人材育成の促進＞ 

＜資産・施設等の相互利活用の促進＞ 

＜規制緩和の要望事項を検討・実現＞ 

＜高度機能統合、共同物流改革、ＩｏＴ＊活用による生産革新＞ 

＊ 

＊ 


